
更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

270731004 27年
4月16日

27年
5月15日

27年
7月31日

マイナンバー
を活用した世
界最高水準
のＩＴ国家の実
現

○具体的要望事項
活用範囲拡大に向けたロードマップの作成とそれに必要な法的措置の洗い出しと法改正対応(別の要
望事項「ＩＴ利活用新法」と関連)
(2)個人カードの機能をスマホに埋め込むことを実現
(3)医療等分野についてもマイナンバー制度の下で利活用を図ることを明確化

○提案理由・現状の問題点
(1)マイナンバー制度は国民に利便性をもたらす社会基盤であり、この制度の価値を最大限に活用で
きれば、国民は効率的な官民サービスを享受し、世界最高水準のＩＴ国家を実現できる。
(2)昨年の改訂・日本再興戦略では、「金融、医療・介護・健康、戸籍、旅券、自動車登録などの分野を
中心に、マイナンバー利用範囲拡大の方向性を明らかにする」とあり、上記(1)の観点を達成するため
には、明確な工程表を至急作成し、どのようなことが実現できるのか国民に明らかにするべきである。
 (例)個人番号カードを健康保険証として利用できるのはいつか、過去の健診データ・予防接種デー
タ・治療データ・投薬データ、処方箋電子化により収集できるデータ等をマイナポータルなどで管理で
きるようになるのはいつかなどを明らかにする。
(3)マイナンバー制度を国民が広く活用するためには、カードの代わりになるようにスマホのようなデバ
イスに対応することも必要不可欠である。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省

（１）マイナンバー法では、マイナンバーの利用範囲について、社会保障
分野、税分野、災害対策の分野で利用することが規定されています。ま
た、特定個人情報の提供を原則禁止とし、行政機関等が情報提供ネッ
トワークシステムを使用しての提供など、番号法に規定するものに限り
可能としています。

（２）現在、個人番号カードに公的個人認証サービスの認証手段として、
①　スマートフォンをパソコンのカードリーダとして利用し、個人番号カー
ドの電子証明書を読み込み、パソコンからインターネット申請を行う方
法
②　スマートフォンで個人番号カードの電子証明書を読み込み、スマー
トフォンからインターネット申請を行う方法
について研究を進めているところです。

（３）医療等分野については、健康保険法、国民健康保険法による保険
給付の支給、保険料の徴収に関する事務などでマイナンバーを利用す
ることができます。

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第９
条、第19条

電子署名等に係
る地方公共団体
情報システム機
構の認証業務に
関する法律

（１）検討
に着手

（２）検討
を予定

（３）検討
に着手

（１）マイナンバー制度を我が国を支える重要インフラとするべく、マイナンバー制度利活用範囲
拡大に向けて、新戦略推進専門調査会・マイナンバー等分科会などを通じてマイナンバー、個
人番号カード、マイナポータルの具体的な利活用策について幅広く検討中であり、今後、推進に
向けて関係府省庁と検討を進めてまいります。
ご要望いただきましたスマホへの連携や医療等分野における利活用についても、今後も継続的
に関係者と検討を進めてまいります。

（２）スマートフォンへの電子証明書の搭載については、セキュリティを確保するとともに、格納方
法の検討等を進める必要があり、次なる研究課題と認識しているところです。

（３）第189回通常国会に提出した「個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定
の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」において、①健康保険組合等が行う被
保険者の特定健康診査情報の管理等において、マイナンバーの利用を可能とし、また②予防
接種履歴について、地方公共団体間での情報提供ネットワークシステムを利用した情報連携を
可能とすることとしています。
その他の事務におけるマイナンバーの利用については、厚生労働省において開催している「医
療等分野における番号制度の活用等に関する研究会」における検討の結果等を踏まえ、適切
に対応してまいります。

270731005 27年
4月28日

27年
5月15日

27年
7月31日

「IT前提社会」
の実現／「IT
利活用新法」
の制定

○「IT前提社会」の実現
・IT利活用をより一層推進してイノベーションを促進するための法環境整備が必要。
・電子化を優先するという原則を宣言すべき。
・対面原則・書面交付原則を撤廃するべき。
・「IT前提社会」を実現するにあたって既存制度や法令の総点検・見直しを行うべき。

○「IT利活用新法」の制定
・デジタル・ファーストの原則
・対面原則・書面交付原則の撤廃
・IT利活用促進のための既存制度・法令見直しの原則
・ITの利活用を阻害する規制について民間からの意見を吸い上げる仕組みの設置
・行政機関間の情報連携（同じ情報を企業や個人に複数回求めない、複数機関から求めない）の徹底
とフォローアップの実施
・マイナンバー制度を活用した行政手続きの効率化 の原則
・マイナンバー制度を活用した民間事業者の手続きの効率化と民間ビジネスの創出の原則
・マイナンバー制度の徹底利活用に関するロードマップの作成

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省

行政手続オンライン化法によって、行政機関への申請・届出や、行政機
関が行う通知、縦覧・閲覧、作成等の手続について、個別の法令にお
いて書面で行うこととされている場合であっても、オンラインで行うことが
可能となっております。個別の法令上、対面又は現物を必要とし、オン
ライン化になじまない一部の手続については、行政手続オンライン化法
の適用除外として別表に挙げられていますが、個別の制度の見直し等
によりオンライン化が可能となった場合には、別表から削除し、行政手
続オンライン化法の適用対象としております。

マイナンバー法では、マイナンバーの利用範囲について、社会保障分
野、税分野、災害対策の分野で利用することが規定されています。
また、マイナンバー法の附則では、マイナンバー法の施行後１年を目途
として、情報提供等記録開示システムを設置することとされています。

行政手続等にお
ける情報通信の
技術の利用に関
する法律

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第９
条、附則第６条第
５項

検討に着
手

○「IT前提社会」の実現
個別の制度・法令の見直しにより、オンラインで行うことが可能となった手続については、行政
手続オンライン化法の別表（適用除外）から削除し、行政手続オンライン化法の適用対象とする
等、都度対応をしてまいります。
対面・書面交付等が法令で規定されている制度の見直しは、IT利活用を促進する環境整備の
ためには不可欠であるとの考えから、昨年12月より本年3月にかけて、こうした手続の棚卸を実
施しました。棚卸の結果は各府省庁が今後法制度の見直しをするための基礎情報となるため、
各府省庁において毎年調査を行い、最新の情報を把握することを検討中です。また、法令上オ
ンライン等によることが認められていない手続のうち、オンライン化等が有効であると考えられる
手続に関しては、各府省庁が検討対象手続・検討スケジュールを設定し、実行に移すことでIT
利活用促進のための法制度整備が可能になると考えております。

○「IT利活用新法」の制定
マイナンバー制度を我が国を支える重要インフラとするべく、マイナンバー制度利活用範囲拡大
に向けて、新戦略推進専門調査会・マイナンバー等分科会などを通じてマイナンバー、個人番
号カード、マイナポータルの具体的な利活用策について幅広く検討中であり、今後、推進に向け
て関係府省庁と検討を進めてまいります。

（１）検討
に着手

（２）現行
制度下で
対応可能

（３）検討
を予定

（４）検討
に着手

（１）マイナンバー制度を我が国を支える重要インフラとするべく、マイナンバー制度利活用範囲
拡大に向けて、新戦略推進専門調査会・マイナンバー等分科会などを通じてマイナンバー、個
人番号カード、マイナポータルの具体的な利活用策について幅広く検討中であり、今後、推進に
向けて関係府省庁と検討を進めてまいります。
ご要望いただきましたマイナンバー制度の利活用の「分野」拡大、マイナポータル機能の充実
化、マイナンバー制度の「使用者範囲」の拡大、公的個人認証サービスの拡大等についても、
今後も継続的に関係者と検討を進めてまいります。

（２）マイナンバーの利用範囲の拡大については、マイナンバー法の附則において、マイナン
バー法の施行後３年を目途として検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づい
て、国民の理解を得つつ、所要の措置を講じるものとされているところです。平成26年６月に閣
議決定された「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（以下「創造宣言」という。）では、マイナンバーによ
る情報連携等により、更なる効率化・利便性の向上が見込まれる分野については、制度の趣旨
や個人情報の保護等に配慮しつつ、マイナンバーの利用範囲の拡大について検討を進めるこ
ととしており、同工程表において、利用範囲の拡大の検討を行う分野及びそのロードマップをお
示ししています。
また、創造宣言においては、情報提供等記録開示システムの機能を拡大し、プッシュ型・ワンス
トップサービスなど、暮らしに係る利便性の高い官民のオンラインサービスを、本人確認の連携
等によりシームレスに利用し、電子的に完結することを可能とするマイナポータルを実現するこ
ととしています。

（３）住民票の記載の対象外となる者には、住民票の記載に基づき交付される個人番号カードの
交付は困難ですが、公的個人認証サービスのうち今回新たに追加される利用者証明機能は、
利用者本人であることのみを証明する仕組みであり、住所を含む基本４情報の記載がないた
め、海外転出者にも対応可能と考えられ、今後検討を進めて参ります。

（４）民間署名検証者向けの具体の認定基準については、今後政省令の整備と併せて策定して
参りますが、民間事業者側のシステム、組織体制、運用規程の整備状況等を総合的に評価し、
主にセキュリティの観点から、公的個人認証サービスを適切に利用できる民間事業者を認定す
ることとする予定です。

○マイナンバー制度の利活用の「分野」拡大
新経済連盟は、医療分野を筆頭に、準公的・民間分野への利活用範囲拡大について提言を行ってき
たところ(昨年６月２５日)。利活用範囲拡大に向けたロードアップを、2020年をゴールとしていつまでに
何を実現するのか時間軸を明記した上で、国民がメリットを分かるように政府は作成するべき。

○マイナポータル等の機能の充実強化
マイナポータル等を経由したサービスの充実として、金融機関、郵便、ライフライン事業者などの民間
領域における住所変更手続き等各種手続きの一括処理(ワンストップ化)などを推進する。国民の利便
性向上をアピールできる重要なユースケースである。
確定申告の簡素化等もマイナポータル上のキラーコンテンツであり、これの実現に向けた対応をしっ
かりと行うべきである。

○マイナンバー制度利活用の｢使用者範囲｣の拡大
グローバル時代において海外に在住する日本人も増加している。海外転出者でも公的個人認証等マ
イナンバー制度を利活用できるようにする。
2020年のオリンピック・パラリンピックを前にして訪日外国人がさらに増加していくことも見据え、個人
番号カード等を彼らに交付して彼ら本人の確認等に活用することも検討すべき(エストニアのe-
residencyも参考)。

○公的個人認証サービスの拡大／本人確認の合理化等
公的個人認証サービスの署名検証者として、総務大臣が認定する民間事業者が新たに追加されるこ
ととなる。マイナンバー制度の民間利活用やそれによる民間ビジネスの拡大を促すよう、当該認定手
続きに当たっては、認定取得期間の明確化と過度な負担や対応を求めないなどの配慮が必要。
官民での安全安心なオンラインサービス拡充に向けて、ID連携トラスト・フレームワーク制度の利用や
当該制度との連携を進めていく必要がある。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省

○マイナンバー法では、マイナンバーの利用範囲について、社会保障
分野、税分野、災害対策の分野で利用することが規定されています。
また、マイナンバー法の附則では、マイナンバー法の施行後１年を目途
として、情報提供等記録開示システムを設置することとされています。

○個人番号カードは当該市町村が備える住民基本台帳に記録されて
いる者に対して交付されるため、住民票の記載対象にならない日本人
の海外転出者は、個人番号カードの交付の対象には含まれません。

○民間署名等検証者向けの具体の認定基準については、今後政省令
の整備と併せて策定する予定です。

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第９
条、附則第６条第
５項

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律

電子署名等に係
る地方公共団体
情報システム機
構の認証業務に
関する法律施行
令

電子署名等に係
る地方公共団体
情報システム機
構の認証業務に
関する法律施行
規則

270731006
27年
4月28日

27年
5月15日

27年
7月31日

マイナンバー
制度の利活
用徹底に関す
る工程表の作
成

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

270731007 27年
4月28日

27年
5月15日

27年
7月31日

個人番号カー
ドの普及・利
活用／新しい
技術への対
応

○個人番号カードの普及・利活用
・個人番号カードの普及のための啓発活動をきちんと行い、普及しなかった住基カードの轍を踏まな
いようにする。国民の利便性の向上に焦点を絞り、広報活動を強化する必要がある。具体的なユース
ケースを分かり易く説明するべき。
・出生、引越、婚姻、就職、入学、転職、死亡などのライフイベント時の各種手続きの簡素化・自動化・
手続き漏れの防止など窓口によるワンストップサービスを実現する。
・個人番号カードの普及を加速するために、健康保険証、診察券、免許証、パスポート、図書館利用
などの使用頻度の高いカードへの適用を早期に実現するべきである。
・行政手続きは、申請ベースが基本になっているため、各地方自治体などが独自に打ち出している福
祉制度などが十分に利用されていない。申請手続きを簡便にするなどの取り組みや、マイナポータル
等を活用したプッシュ型の告知徹底なども望まれる。
・住民票、印鑑登録証明書、戸籍謄本などをコンビニ交付できるようにする。

○新しい技術への対応／スマホからのアクセス
利便性の高い世界最高水準の電子サービスを目指すならば、それへのアクセスは、デジタル社会に
おける新しい技術の登場に対応できるようにすることが必要不可欠。
その意味で、スマホなどのデバイスが普及している現在では、ＩＣカードのかわりとなるように、少なくと
もスマホからの利用を前提とした仕組みを早急に構築すべき。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省

○マイナンバー法の附則では、マイナンバー法の施行後１年を目途とし
て、情報提供等記録開示システムを設置することとされています。

○広報活動については、内閣官房等と連携して、展開しています。
　カード機能の一元化については、健康保険証や国家公務員身分証と
の一元化について、関係省庁と連携して検討しており、また自治体に対
してもカード普及に向けた多目的利用について説明周知を行っていると
ころです。
　コンビニ交付サービスについては、導入に対するメリットを説明すると
ともに、特別交付税措置を行うことで導入自治体のコスト削減を図って
います。

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律附則
第６条第５項

検討に着
手

現行制度
下で対応
可能

対応

○個人番号カードの普及に向けては、ＣＭやポスターを活用した広報活動を実施しており、今後
も継続的に実施してまいります。
マイナンバー制度を我が国を支える重要インフラとするべく、マイナンバー制度利活用範囲拡大
に向けて、新戦略推進専門調査会・マイナンバー等分科会などを通じてマイナンバー、個人番
号カード、マイナポータルの具体的な利活用策について幅広く検討中であり、今後、推進に向け
て関係府省庁と検討を進めてまいります。
ご要望いただきましたワンストップサービスや健康保険証、運転免許証、旅券等への適用、マイ
ナポータルのプッシュ機能、住民票等のコンビニ交付についても関係者と検討を進めてまいりま
す。

平成26年６月に閣議決定された「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」においては、情報提供等記録開
示システムの機能を拡大し、プッシュ型・ワンストップサービスなど、暮らしに係る利便性の高い
官民のオンラインサービスを、本人確認の連携等によりシームレスに利用し、電子的に完結す
ることを可能とするマイナポータルを実現することとしています。

○引き続き、カード機能の一元化、コンビニ交付や多目的利用等について周知・検討を行ってま
いります。

270731008
27年
4月28日

27年
5月15日

27年
7月31日

効率的なIT投
資の推進

○データガバナンス／業務の標準化・効率化
・「改訂版世界最先端 IT 国家創造宣言」では、「データ・フォーマット、用語、コード、文字等の標準化・
共通化」を行うこととなっている。異なる領域のデータの紐づけを行うためにはデータ様式やメタデータ
の共通化が必要。
・政府・自治体の業務の標準化・効率化を進めていく必要がある。総務省の「地方自治体における業
務の標準化・効率化に関する研究会」が指摘するように、業務の標準化は効率化を高めるための必
要な鍵である。また、ビジネスプロセスリエンジニアリングによる業務改革が必要。

○システムのシンプル化
・政府機関のシステム投資、ネットワーク投資の効率化を進めるべき。政府・自治体システムのクラウ
ド化を政府目標に沿って進めるべき。
・自治体の戸籍事務のクラウド化についても検討するべき。
・「改訂版世界最先端 IT 国家創造宣言」の方針も踏まえ、ベンダーロックインの解消を進めるべき。な
お、当連盟としては、政府調達改善に向けて２度の具体的な提言(昨年４月２１日、１２月２６日)を提出
しているので、これをもとに具体的な改善を図っていくことを強く望む。
・二重投資を避けるためにも、医療・介護・健康分野での情報連携も、マイナンバー制度の仕組みを
活用することとするべき。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
法務省
総務省

○マイナンバー法では、マイナンバーの利用範囲について、社会保障
分野、税分野、災害対策の分野で利用することが規定されています。
また、マイナンバー法の附則では、マイナンバー法の施行後１年を目途
として、情報提供等記録開示システムを設置することとされています。

○データガバナンス／業務の標準化・効率化
【データガバナンス】
データガバナンスについては、「電子行政分野におけるオープンな利用
環境整備に向けたアクションプラン」（平成26年４月25日各府省情報化
統括責任者（CIO）連絡会議決定）に基づき、政府・自治体、官民間の連
携を円滑にするためのデータ構造等の共通基盤を整備することが不可
欠であるとの認識の下、文字、用語、コードの標準化・共通化等の取組
を推進。
【業務の標準化・効率化】
業務の標準化・効率化については、「世界最先端IT国家創造宣言」（平
成25年6月14日閣議決定、平成26年6月24日改定）に基づき、利便性の
高い電子行政サービスの提供のため、クラウドや番号制度を見据え
た、業務改革の計画的な推進、また、国・地方を通じた行政情報システ
ムの改革のため、IT 投資に当たっての業務改革の徹底等を取り決めて
いるところ。さらには、IT 総合戦略本部における推進管理体制として、
行政のIT 化と業務改革の同時・一体的推進を強力・機動的に行うため
の閣僚級の体制を整備する旨も明示。

○システムのシンプル化
政府情報システムの効率化については、「世界最先端IT国家創造宣
言」（平成25年6月14日閣議決定、平成26年6月24日改定）において、政
府情報システム改革に関するロードマップに基づき、政府CIO の指導
の下、重複する情報システムやネットワークの統廃合、必要性の乏しい
情報システムの見直しを進めるとともに、政府のプライベートクラウドで
ある政府共通プラットフォームへの移行を加速する旨を取り決め。
自治体クラウドについては、番号制度の導入と併せて共通化・標準化を
行いつつ、地方公共団体における取組を加速する旨、さらに、国の「政
府情報システム改革ロードマップ」の進捗を受け、地方公共団体の情報
システム改革を推進する旨を取り決め。
政府情報システムに係る政府調達に関しては、「世界最先端IT国家創
造宣言」（平成25年6月14日閣議決定、平成26年6月24日改定）に基づ
き、「政府情報システムの整備及び管理に関する標準ガイドライン」（平
成26年12月３日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）を策
定。

○総務省では、自治体クラウドの導入をはじめとした自治体システムの
クラウド化等の取組を一層促進することを目的として、「電子自治体の
取組みを加速するための１０の指針」（平成26年３月24日）を取りまと
め、地方公共団体に対して通知するとともに、必要な助言・情報提供等
を実施しています。
なお、平成26年４月１日時点では550団体がクラウド化に取り組んでお
り、取組の一層の推進が目指されているところです。

○戸籍事務を処理するためのシステムについては，戸籍のコンピュータ
化について法務大臣から指定を受けた市区町村長が，個別にシステム
業者（ベンダー）と契約し，導入しています。

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第９
条、附則第６条第
５項

戸籍法第１１８
条，１１９条

検討に着
手

現行制度
下で対応
可能

現行制度
下で対応
可能

検討に着
手

その他

○マイナンバー制度利活用範囲拡大に向けた検討の中で、ご要望いただきました医療・介護・
健康分野での利活用拡大についても検討しており、今後も継続的に関係者と検討を進めてまい
ります。

○データガバナンス／業務の標準化・効率化
【データガバナンス】
データガバナンスについては、「電子行政分野におけるオープンな利用環境整備に向けたアク
ションプラン」（平成26年４月25日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に沿って、文
字、用語、コードの標準化・共通化等の取組を着実に推進しているところです。
【業務の標準化・効率化】
業務の標準化・効率化については、「世界最先端IT国家創造宣言」（平成25年6月14日閣議決
定、平成26年6月24日改定）を踏まえ、ｅガバメント閣僚会議（高度情報通信ネットワーク社会推
進戦略本部長決定、議長：官房長官）の下に、政府ＣＩＯを主査とする「国・地方ＩＴ化・ＢＰＲ推進
チーム」を設置し、国・地方を通じての行政のＩＴ化と業務改革の抜本的な取組を加速化していく
予定です。

○システムのシンプル化
政府情報システムの効率化については、政府情報システム全体の統廃合・クラウド化等の改革
工程を明示した「政府情報システム改革ロードマップ」（平成25年12月26日各府省情報化統括
責任者（CIO）連絡会議決定、平成27年３月４日改定）を本年３月に改定し、政府共通プラット
フォームへの移行等の改革を一層加速することとなっております。
政府情報システムに係る政府調達に関しては、「政府情報システムの整備及び管理に関する標
準ガイドライン」（平成26年12月３日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に沿って、
RFI（Request For Information）の活用、調達仕様書における要件の明確化等を通じ、競争性確
保のための取組を進めているところです。

○総務省では、「電子自治体の取組みを加速するための10の指針」（平成26年３月24日）に基
づき、有識者・自治体職員からなるフォローアップ検討会を開催するとともに、クラウド化の課題
と対応方策について、自治体クラウド導入団体にヒアリング等を行い、その成果を取りまとめ、
自治体に対し助言・情報提供等を実施しています。
さらに、平成27年４月に、eガバメント閣僚会議のもとに発足した遠藤政府CIOを主査とする「国・
地方IT化・BPR推進チーム」において、自治体の業務改革の促進等を目的とした、自治体クラウ
ドの積極的な展開等について検討することとされ、適宜、政府CIOに御報告しながら進めている
ところです。
今後は、これらの検討を踏まえ、自治体クラウドの取組事例について具体的に分析・整理を行
い、情報提供・助言を行うことで、取組を積極的に展開してまいります。

○提案の「戸籍事務のクラウド化」が具体的にどういったものを指すのか明らかではありません
が，現在，有識者で構成する「戸籍制度に関する研究会」において，マイナンバー制度の導入
について検討する中で，戸籍事務を処理するためのシステムの一元化（クラウド化）の是非を含
め，新たなシステムの在り方についても検討を進めているところです。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

【内閣官房】
○提案理由・現状の問題点
・マイナンバーを活用した本人確認の実現(マネロン法令改正)
マイナンバー法において、市町村長は、申請に基づき、氏名、住所、生
年月日、性別、個人番号その他の事項が記載され、本人の写真が表示
された個人番号カードを交付することとされています。

【内閣官房】
行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第２
条第７項、第17条

【内閣官
房】
検討に着
手

現行制度
下で対応
可能

【内閣官房】
○具体的要望事項
（１）ご指摘の通り、対面・書面交付等が法令で規定されている制度の見直しは、IT利活用を促
進する環境整備のためには不可欠であるとの考えから、昨年12月より本年3月にかけて、こうし
た手続の棚卸を実施しました。棚卸の結果は各府省庁が今後法制度の見直しをするための基
礎情報となるため、各府省庁において毎年調査を行い、最新の情報を把握することを検討中で
す。また、法令上オンライン等によることが認められていない手続のうち、オンライン化等が有効
であると考えられる手続に関しては、各府省庁が検討対象手続・検討スケジュールを設定し、実
行に移すことでIT利活用促進のための法制度整備が可能になると考えております。
（２）国民が日々の生活や経済活動において情報通信技術（IT)利活用による利便性を真に実感
できるよう、マイナンバー制度の運用開始やパーソナルデータの利活用に関する法律の見直し
等、必要なITを利用するための基盤を活用しつつ、様々な分野でのITの利活用や円滑な情報流
通を加速させるため、必要に応じて法制上の措置の検討を行います。

○提案理由・現状の問題点
・マイナンバーを活用した本人確認の実現(マネロン法令改正)
個人番号カードは、①券面に顔写真及び基本４情報（氏名、住所、生年月日、性別）等が記載さ
れ、②また、ICチップには公的個人認証サービスによる電子証明書が搭載されていることから、
日本国に住民票のある誰もが取得できる身近な公的身分証明書として、対面及びオンライン上
の様々な場面で身分証明の手段として利用することが可能です。
マイナンバー法においても、身分証明書としての個人番号カードの利用を制限していません。

【総務省】
○電子メールを利用する方法による選挙運動に使用する文書図画の
頒布については、送信主体が候補者、衆議院及び参議院比例名簿登
載者、政党等（候補者届出政党、衆議院及び参議院名簿届出政党等、
確認団体）に限定されています。

【総務省】
公職選挙法（昭
和25年法律第
100号）第142条
の4

【総務省】
対応不可

【総務省】
平成25年に成立したインターネット選挙運動に係る公職選挙法の改正は、議員立法として提案
され、国会における御議論を経て行われたものです。その際、改正法の附則において、一般有
権者への電子メール解禁については、インターネット選挙運動の実施状況の検討を踏まえ、適
切な措置を講ぜられるものとするとされており、また、解禁後の諸課題の検討等を行うため、各
党協議会が設置され、議論がなされてきていると承知しています。一般有権者への電子メール
解禁等を含むインターネットを利用した選挙運動のあり方については、選挙制度の根幹に関わ
る重要な事柄であり、これまでの改正経緯を踏まえ、各党各会派において御議論いただくべき
事柄であると考えています。

○eLTAXを運営している一般社団法人地方税電子化協議会では、納税
者等にとってより使い勝手の良い製品が提供されるように、eLTAXに関
連する仕様を民間の財務・会計ソフトウェア開発業者等に提供している
とともに、同協議会と民間ソフトウェア開発業者等との間で意見交換会
を実施しております。

地方税法
（地方自治法、同
法施行令）

現行制度
下で対応
可能

平成16年10月から、eLTAXホームページにおいて、eLTAXの仕様公開の申し込みを受け付ける
ことにより、、民間の財務・会計ソフトウェア開発業者等が、eLTAXに対応したソフトウェアを開発
することを可能としております。

○行政手続オンライン化法によって、行政機関への申請・届出や、行政
機関が行う通知、縦覧・閲覧、作成等の手続について、個別の法令に
おいて書面で行うこととされている場合であっても、オンラインで行うこと
も可能となっております。

行政手続等にお
ける情報通信の
技術の利用に関
する法律

検討に着
手

行政手続オンライン化法施行後も、同法の適用が可能であるにも関わらず一部手続において
は対面・書面手続のみを認めていること等も踏まえ、全数調査の結果に応じ、ITの利活用によ
る国民の利便性向上のため、法的措置も視野に入れ引き続き検討してまいります。

【財務省】
国税庁では、納税者等にとってより使い勝手の良い製品が提供される
ように、e-Taxに関連する仕様を民間の財務・会計ソフトウェア開発者向
けに一般公開しております。

【財務省】
　　－

【財務省】
現行制度
下で対応
可能

【財務省】
平成15年４月から、e-Taxホームページにおいて、e-Taxの仕様を一般公開することにより、民
間の財務・会計ソフトウェア開発業者が、e-Taxに対応したソフトウェアを開発することを可能とし
ております。

【文部科学省】
現時点においても、副教材としていわゆる「デジタル教科書」を用いるこ
とは可能ですが、学校教育法第34条における「教科用図書」として使用
することは、同条では電子データによるものも教科用図書に該当すると
は明記されていないことなどから、認められていません。

【文部科学省】
・学校教育法第
34条第1項、附則
第9条
・教科書の発行に
関する臨時措置
法第2条第1項
・義務教育諸学
校の教科用図書
の無償措置に関
する法律第2条第
2項

【文部科
学省】
検討に着
手

【文部科学省】
○いわゆる「デジタル教科書」の制度化については、規制改革実施計画（平成26年6月24日閣
議決定）等において、デジタル教科書・教材の位置付け及びこれらに関連する教科書検定制度
の在り方について、平成28年度までに導入に向けた検討を行うこととされているところです。
○このスケジュールにのっとり、平成27年4月、専門的な検討を行うための有識者会議を設置し
たところであり、今後、この有識者会議において、いわゆる「デジタル教科書」に関する様々な課
題について検討を行っていく予定です。

270831006
27年
4月16日

27年
5月15日

○具体的要望事項
(1)対面原則・書面交付原則の撤廃によるＩＴを活用したイノベーションの推進
(2)マイナンバー制度の導入を前提に、ＩＴ利活用を一層推進するため、電子化を優先するという原則
を宣言し、併せて、その実施に際して必要となる諸制度の見直しを含めた「ＩＴ利活用新法」を検討すべ
き。

○提案理由・現状の問題点
(1)当連盟は、従来より、対面原則・書面交付原則の撤廃を掲げており、行政や各産業・サービスでＩＴ
を徹底的に活用することが生産性の向上や産業競争力の向上につながる。日本再興戦略にも記述
がされているが、個別に実現されていない事項はまだたくさんあるのでそれを実現する必要がある。
具体的事例は、以下参照。

・不動産取引の重要事項説明での対面規制の完全解禁
・遠隔医療の推進
・処方箋医薬品及び要指導医薬品のネット販売の推進
・デジタル教科書の承認
・処方せんの電子化及び積極活用の早期実現
・金融商品取引契約等における説明方法としての電子書面交付のデフォルト化
・インターネット選挙の解禁(メール活用の解禁)
・株主総会の事業報告等のウェブ開示のデフォルト化
・会社設立手続き、市役所等での諸手続きのネット対応の推進
・電子私書箱の活用(電子私書箱に届けられたデータの法的効力検討)
・民間ソフト・アプリケーションを用いた利便性の高い電子納税の実現
・政府・自治体から国民への書類通知や証明書類発行も電子交付にする
・マイナンバーを活用した本人確認の実現(マネロン法令改正)

(2)今般、マイナンバー制度が導入されることになりこの制度を最大限活用しデータ連携ができれば世
界最高水準のＩＴ社会実現も可能であるが、そのためには、ＩＴ活用を前提とした社会に変革する必要
がある。

(3)2月16日の産業競争力会議ＷＧにおいて、ＩＴ戦略本部は、電子的な手続きの基盤となる制度につ
いて法的措置の検討を示唆している。この法的措置の中で、上記(2)を実現するために、国家方針とし
て「デフォルトＩＴ化」を宣言したうえで、上記(1)の個別の見直しのＰＤＣＡをまわしていくべきである。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省
財務省
文部科
学省
厚生労
働省
国土交
通省

27年
8月31日

対面原則・書
面交付原則
の撤廃とＩＴ利
活用新法の
制定



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

【厚生労働省】
○遠隔医療の推進
遠隔診療については、「情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診
療」）について」（平成９年１２月２４日付け健政発第１０７５号厚生省健
康政策局長通知。以下「平成９年遠隔診療通知」という。）において、そ
の基本的考え方や医師法（昭和２３年法律第２０１号）第２０条等との関
係から留意すべき事項を示しています。

○処方箋医薬品及び要指導医薬品のネット販売の推進
処方箋医薬品が含まれる調剤された薬剤及び薬局医薬品は、薬局に
おいて、薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的
知見に基づく指導等を行うこととしています。
また、要指導医薬品については、薬局又は店舗販売業において、同様
に、薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的知見
に基づく指導等を行うこととしています。

○処方せんの電子化及び積極活用の早期実現
民間事業者が行うこととされている書面の保存、作成、交付について
は、民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利
用に関する法律（平成十六年法律第百四十九号）に基づく厚生労働省
の所管する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等に
おける情報通信の技術の利用に関する省令（平成十七年厚生労働省
令第四十四号）において、対象となる具体的な書面及び電磁的手法で
行う場合に遵守するべき事項が規定されているところであるが、現時点
で処方箋は対象とされていません。
このため、厚生労働省の検討会や実証事業により、処方箋の電子化に
あたり必要な環境整備等について、検討を行っています。

【厚生労働省】
○医師法第20条

○医薬品、医療
機器等の品質、
有効性及び安全
性の確保等に関
する法律第９条
の３、第36条の
４、第36条の６

○厚生労働省の
所管する法令の
規定に基づく民
間事業者等が行
う書面の保存等
における情報通
信の技術の利用
に関する省令（平
成十七年厚生労
働省令第四十四
号）第３条、第５
条、第８条、第10
条　等

【厚生労
働省】
○対応

○対応不
可

○対応

【厚生労働省】
○本年８月10日付けで、平成９年遠隔診療通知における遠隔診療の取扱いを明確化する通知
を発出しました。

○処方箋により調剤された薬剤及び薬局医薬品は、その効能・効果等において人体に対する
作用が著しく、重篤な副作用を生じるおそれがあることから、その適正な使用を通じて国民の生
命及び健康を確保するため、調剤された薬剤を患者等に販売又は授与する際に、その場所で
薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的知見に基づく指導等を行う必要
があります。また、この仕組みを今後とも堅持することが、薬事法及び薬剤師法の一部を改正
する法律案の審議において、衆議院厚生労働委員会により附帯決議されたところであります。
要指導医薬品は、薬局医薬品から薬剤師その他の医薬関係者から提供された情報に基づく需
要者の選択により使用されることとなって間もない医薬品であって、製造販売承認後の安全性
調査の調査期間が経過していないものです。当該調査期間中、当該医薬品の適正使用をでき
る限り確保することにより、健康被害等の発生を最小限に抑えるため、処方箋により調剤された
薬剤等に準じた最大限の情報収集等を行い、薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報
提供、薬学的知見に基づく指導等を行うことが必要となります。
以上より、本規定は国民の安全を守るための制度であり、本提案を実施することは困難です。
なお、本制度は、法改正により平成26年６月から施行されているが、法の附則にて、施行後５年
を目途として、販売の実施状況を勘案し、要指導医薬品の販売のあり方を含めて検討を加え、
必要があると認めるときはその結果に基づいて必要な措置を講ずるとしており、現在、制度が適
切に運用されるよう周知徹底を図っている段階です。

○実証事業の結果を踏まえつつ、各種法令を遵守し、安全性の確保及び利便性の向上に資す
る形で今年度までに電子処方箋の導入を図ります。

【国土交通省】
宅地建物取引業法第35条に規定される重要事項説明については対面
で行う必要がある。

【国土交通省】
宅地建物取引業
法
第３５条

【国土交
通省】
検討に着
手

【国土交通省】
ＩＴを活用した重要事項説明については、平成２６年度に「ＩＴを活用した重要事項説明等に係る
検討会」において検討が行われた。その最終とりまとめにおいては、賃貸取引と法人間取引を
対象としたＩＴを活用した重要事項説明の社会実験（最大２年間）を行い、その結果の検証のた
めの検討会を設けて、トラブルの発生状況等を検証し、問題ないと判断されれば、賃貸取引及
び法人間取引について本格運用へと移行すること、個人を含む売買取引については、検証結
果を踏まえて社会実験又は本格運用を行うことを検討することされた。これを踏まえ、国土交通
省において、ＩＴを活用した重要事項説明の社会実験の準備を行っており、５月１４日に社会実
験のガイドラインを公表、７月３０日に社会実験を実施する登録事業者を決定し、８月３１日より
社会実験の開始を予定しているところ。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

【総務省】
○電子メールを利用する方法による選挙運動に使用する文書図画の
頒布については、送信主体が候補者、衆議院及び参議院比例名簿登
載者、政党等（候補者届出政党、衆議院及び参議院名簿届出政党等、
確認団体）に限定されています。

インターネットを利用した投票については認められていません。

【総務省】
公職選挙法（昭
和25年法律第
100号）第142条
の4

公職選挙法（昭
和25年法律第
100号）第６章

【総務省】
対応不可

【総務省】
平成25年に成立したインターネット選挙運動に係る公職選挙法の改正は、議員立法として提案
され、国会における御議論を経て行われたものです。その際、改正法の附則において、一般有
権者への電子メール解禁については、インターネット選挙運動の実施状況の検討を踏まえ、適
切な措置を講ぜられるものとするとされており、また、解禁後の諸課題の検討等を行うため、各
党協議会が設置され、議論がなされてきていると承知しています。一般有権者への電子メール
解禁等を含むインターネットを利用した選挙運動のあり方については、選挙制度の根幹に関わ
る重要な事柄であり、これまでの改正経緯を踏まえ、各党各会派において御議論いただくべき
事柄であると考えています。

「個人番号カードあれば、どこからでも投票できるようにする制度」とは、インターネットを利用し
た投票を念頭においていると思われますが、インターネットを利用した投票については、投票内
容が外部から覗かれたり、変更を加えられたりする危険がないのか、第三者による立会いがな
い中で、選挙人が外部からの影響を受けずに自由意思によって投票できる環境をいかに確保
するか、などの課題があり、こうした課題の解決に向けた技術面や制度面での環境整備の状況
を見極めた上で、国民的なコンセンサスを得ながら、検討を進めていく必要があると考えていま
す。

○eLTAXを運営している一般社団法人地方税電子化協議会では、納税
者等にとってより使い勝手の良い製品が提供されるように、eLTAXに関
連する仕様を民間の財務・会計ソフトウェア開発業者等に提供している
とともに、同協議会と民間ソフトウェア開発業者等との間で意見交換会
を実施しております。

地方税法
（地方自治法、同
法施行令）

現行制度
下で対応
可能

平成16年10月から、eLTAXホームページにおいて、eLTAXの仕様公開の申し込みを受け付ける
ことにより、、民間の財務・会計ソフトウェア開発業者等が、eLTAXに対応したソフトウェアを開発
することを可能としております。

○行政手続オンライン化法によって、行政機関への申請・届出や、行政
機関が行う通知、縦覧・閲覧、作成等の手続について、個別の法令に
おいて書面で行うこととされている場合であっても、オンラインで行うこと
も可能となっております。

行政手続等にお
ける情報通信の
技術の利用に関
する法律

検討に着
手

行政手続オンライン化法施行後も、同法の適用が可能であるにも関わらず一部手続において
は対面・書面手続のみを認めていること等も踏まえ、全数調査の結果に応じ、ITの利活用によ
る国民の利便性向上のため、法的措置も視野に入れ引き続き検討してまいります。

【財務省】
国税庁では、納税者等にとってより使い勝手の良い製品が提供される
ように、e-Taxに関連する仕様を民間の財務・会計ソフトウェア開発者向
けに一般公開しております。

【財務省】
-

【財務省】
現行制度
下で対応
可能

【財務省】
平成15年４月から、e-Taxホームページにおいて、e-Taxの仕様を一般公開することにより、民
間の財務・会計ソフトウェア開発業者が、e-Taxに対応したソフトウェアを開発することを可能とし
ております。

【文部科学省】
現時点においても、副教材としていわゆる「デジタル教科書」を用いるこ
とは可能ですが、学校教育法第34条における「教科用図書」として使用
することは、同条では電子データによるものも教科用図書に該当すると
は明記されていないことなどから、認められていません。

【文部科学省】
・学校教育法第
34条第1項、附則
第9条
・教科書の発行に
関する臨時措置
法第2条第1項
・義務教育諸学
校の教科用図書
の無償措置に関
する法律第2条第
2項

【文部科
学省】
検討に着
手

【文部科学省】
○いわゆる「デジタル教科書」の制度化については、規制改革実施計画（平成26年6月24日閣
議決定）等において、デジタル教科書・教材の位置付け及びこれらに関連する教科書検定制度
の在り方について、平成28年度までに導入に向けた検討を行うこととされているところです。
○このスケジュールにのっとり、平成27年4月、専門的な検討を行うための有識者会議を設置し
たところであり、今後、この有識者会議において、いわゆる「デジタル教科書」に関する様々な課
題について検討を行っていく予定です。

27年
5月15日

27年
4月28日

270831009

各種手続き・
事務対応の
環境改善のた
めの既存制
度・法令の総
点検・見直し

27年
8月31日

○各種手続き・事務対応の環境改善のための既存制度・法令の総点検・見直し
（１）対面でのコミュニケーションを求める規制の撤廃
・不動産取引の重要事項説明での対面原則の完全解禁
・遠隔医療の推進
・処方箋医薬品及び要指導医薬品のネット販売の推進

（２）インターネット上での情報提供等を通常の方法として認めない規制の撤廃
・デジタル教科書の承認
・処方箋の電子化及び積極活用の早期実現
・金融商品取引契約等における説明方法としての電子書面交付のデフォルト化
・インターネット選挙の解禁(メール活用の解禁)
・株主総会の事業報告等のウェブ開示のデフォルト化
・不動産取引における重要事項説明書面、媒介契約書面及び宅建法37条書面の電子化

（３）各種手続き・事務対応をインターネット上で完結できない環境の改善・撤廃
・会社設立手続き、市役所等での諸手続きのネット対応の推進（行政手続オンライン化法、商業登記
法、e文書法等）
・個人及び法人による円滑な電子署名と電子認証の実現（電子署名法）
・「電子私書箱」の活用（電子私書箱に届けられたデータの法的効力検討）
・民間ソフト・アプリケーションを用いた利便性の高い電子納税の実現
・政府・自治体から国民への書類通知や証明書書類発行も電子交付にする。
・マイナンバー制度を活用した本人確認・属性確認の実現（マネロン法令、携帯電話・不正利用防止
法令、年齢確認を求める各種法令等）。
・マイナンバー制度を活用した各種名簿管理の正確性向上と負担軽減のための枠組みを整備(上場
会社の株主名簿管理、選挙人名簿の管理、公的資格保有者の管理の事務対応等)
・個人番号カード等があれば、どこからでも投票ができるようにする制度の検討。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省
財務省
文部科
学省
厚生労
働省
国土交
通省

【内閣官房】
・マイナンバー制度を活用した本人確認・属性確認の実現（マネロン法
令、携帯電話・不正利用防止法令、年齢確認を求める各種法令等）。
・マイナンバー制度を活用した各種名簿管理の正確性向上と負担軽減
のための枠組みを整備(上場会社の株主名簿管理、選挙人名簿の管
理、公的資格保有者の管理の事務対応等)
・個人番号カード等があれば、どこからでも投票ができるようにする制度
の検討。
マイナンバー法において、市町村長は、申請に基づき、氏名、住所、生
年月日、性別、個人番号その他の事項が記載され、本人の写真が表示
された個人番号カードを交付することとされています。
また、マイナンバー法では、マイナンバーの利用範囲について、社会保
障分野、税分野、災害対策の分野で利用することが規定されています。

【内閣官房】
行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第２
条、第９条、第17
条

【内閣官
房】
検討に着
手

現行制度
下で対応
可能

検討を予
定

【内閣官房】
ご指摘の通り、対面・書面交付等が法令で規定されている制度の見直しは、IT利活用を促進す
る環境整備のためには不可欠であるとの考えから、昨年12月より本年3月にかけて、こうした手
続の棚卸を実施しました。棚卸の結果は各府省庁が今後法制度の見直しをするための基礎情
報となるため、各府省庁において毎年調査を行い、最新の情報を把握することを検討中です。
また、法令上オンライン等によることが認められていない手続のうち、オンライン化等が有効で
あると考えられる手続に関しては、各府省庁が検討対象手続・検討スケジュールを設定し、実行
に移すことでIT利活用促進のための法制度整備が可能になると考えております。
・マイナンバー制度を活用した本人確認・属性確認の実現（マネロン法令、携帯電話・不正利用
防止法令、年齢確認を求める各種法令等）。
・マイナンバー制度を活用した各種名簿管理の正確性向上と負担軽減のための枠組みを整備
(上場会社の株主名簿管理、選挙人名簿の管理、公的資格保有者の管理の事務対応等)
・個人番号カード等があれば、どこからでも投票ができるようにする制度の検討。
マイナンバー制度を我が国を支える重要インフラとするべく、マイナンバー制度利活用範囲拡大
に向けて、新戦略推進専門調査会・マイナンバー等分科会などを通じてマイナンバー、個人番
号カード、マイナポータルの具体的な利活用策について幅広く検討中であり、今後、推進に向け
て関係府省庁と検討を進めてまいります。ご提言頂いたマイナンバー制度を活用した公的個人
認証や資格等の各種属性証明、選挙制度の見直し等についても、今後も継続的に関係者と検
討を進めてまいります。

個人番号カードは、①券面に顔写真及び基本４情報（氏名、住所、生年月日、性別）等が記載さ
れ、②また、ICチップには公的個人認証サービスによる電子証明書が搭載されていることから、
日本国に住民票のある誰もが取得できる身近な公的身分証明書として、対面及びオンライン上
の様々な場面で身分証明の手段として利用することが可能です。
マイナンバー法においても、身分証明書としての個人番号カードの利用を制限していません。

他方、マイナンバーについては一般の個人情報と比較してより厳格な取り扱いが求められてお
り、その利用範囲はマイナンバー法に規定された範囲に限定されています。マイナンバーの利
用範囲の拡大については、マイナンバー法の附則において、マイナンバー法の施行後３年を目
途として検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて、国民の理解を得つつ、
所要の措置を講じるものとされているところです。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

【厚生労働省】
○遠隔医療の推進
遠隔診療については、「情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診
療」）について」（平成９年１２月２４日付け健政発第１０７５号厚生省健
康政策局長通知。以下「平成９年遠隔診療通知」という。）において、そ
の基本的考え方や医師法（昭和２３年法律第２０１号）第２０条等との関
係から留意すべき事項を示しています。

○処方箋医薬品及び要指導医薬品のネット販売の推進
処方箋医薬品が含まれる調剤された薬剤及び薬局医薬品は、薬局に
おいて、薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的
知見に基づく指導等を行うこととしています。
また、要指導医薬品については、薬局又は店舗販売業において、同様
に、薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的知見
に基づく指導等を行うこととしています。

○処方箋の電子化及び積極活用の早期実現
民間事業者が行うこととされている書面の保存、作成、交付について
は、民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利
用に関する法律（平成十六年法律第百四十九号）に基づく厚生労働省
の所管する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等に
おける情報通信の技術の利用に関する省令（平成十七年厚生労働省
令第四十四号）において、対象となる具体的な書面及び電磁的手法で
行う場合に遵守するべき事項が規定されているところであるが、現時点
で処方箋は対象とされていません。
このため、厚生労働省の検討会や実証事業により、処方箋の電子化に
あたり必要な環境整備等について、検討を行っています。

【厚生労働省】
○医師法第20条

○医薬品、医療
機器等の品質、
有効性及び安全
性の確保等に関
する法律第９条
の３、第36条の
４、第36条の６

○厚生労働省の
所管する法令の
規定に基づく民
間事業者等が行
う書面の保存等
における情報通
信の技術の利用
に関する省令（平
成十七年厚生労
働省令第四十四
号）第３条、第５
条、第８条、第10
条　等

【厚生労
働省】
○対応

○対応不
可

○対応

【厚生労働省】
○本年８月10日付けで、平成９年遠隔診療通知における遠隔診療の取扱いを明確化する通知
を発出しました。

○処方箋により調剤された薬剤及び薬局医薬品は、その効能・効果等において人体に対する
作用が著しく、重篤な副作用を生じるおそれがあることから、その適正な使用を通じて国民の生
命及び健康を確保するため、調剤された薬剤を患者等に販売又は授与する際に、その場所で
薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的知見に基づく指導等を行う必要
があります。また、この仕組みを今後とも堅持することが、薬事法及び薬剤師法の一部を改正
する法律案の審議において、衆議院厚生労働委員会により附帯決議されたところです。
要指導医薬品は、薬局医薬品から薬剤師その他の医薬関係者から提供された情報に基づく需
要者の選択により使用されることとなって間もない医薬品であって、製造販売承認後の安全性
調査の調査期間が経過していないものです。当該調査期間中、当該医薬品の適正使用をでき
る限り確保することにより、健康被害等の発生を最小限に抑えるため、処方箋により調剤された
薬剤等に準じた最大限の情報収集等を行い、薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報
提供、薬学的知見に基づく指導等を行うことが必要となります。
以上より、本規定は国民の安全を守るための制度であり、本提案を実施することは困難です。
なお、本制度は、法改正により平成26年６月から施行されているが、法の附則にて、施行後５年
を目途として、販売の実施状況を勘案し、要指導医薬品の販売のあり方を含めて検討を加え、
必要があると認めるときはその結果に基づいて必要な措置を講ずるとしており、現在、制度が適
切に運用されるよう周知徹底を図っている段階です。

○実証事業の結果を踏まえつつ、各種法令を遵守し、安全性の確保及び利便性の向上に資す
る形で今年度までに電子処方箋の導入を図ります。

【国土交通省】
宅地建物取引業法第34条の２に定める書面（媒介契約成立後の書
面）、第35条に定める書面（重要事項説明書）及び第37条に定める書
面（契約成立後の書面）については、書面にて交付する必要がある。

宅地建物取引業法第35条に規定される重要事項説明については対面
で行う必要がある。

【国土交通省】
宅地建物取引業
法第３４条の２、
第３５条及び第３
７条

【国土交
通省】
検討に着
手

検討に着
手

【国土交通省】
宅地建物取引業者が交付する書面の電磁的方法による交付については、平成２６年度に「ＩＴを
活用した重要事項説明等に係る検討会」において検討が行われ、その最終とりまとめにおい
て、「電磁的方法による交付を法令上可能とすることについて検討すべき。」とされたところ。

ＩＴを活用した重要事項説明については、平成２６年度に「ＩＴを活用した重要事項説明等に係る
検討会」において検討が行われた。その最終とりまとめにおいては、賃貸取引と法人間取引を
対象としたＩＴを活用した重要事項説明の社会実験（最大２年間）を行い、その結果の検証のた
めの検討会を設けて、トラブルの発生状況等を検証し、問題ないと判断されれば、賃貸取引及
び法人間取引について本格運用へと移行すること、個人を含む売買取引については、検証結
果を踏まえて社会実験又は本格運用を行うことを検討することされた。これを踏まえ、国土交通
省において、ＩＴを活用した重要事項説明の社会実験の準備を行っており、５月１４日に社会実
験のガイドラインを公表、７月３０日に社会実験を実施する登録事業者を決定し、８月３１日より
社会実験の開始を予定しているところ。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

【内閣官房】
マイナンバー法では、マイナンバーの利用範囲について、社会保障分
野、税分野、災害対策の分野で利用することが規定されています。ま
た、特定個人情報の提供を原則禁止とし、行政機関等が情報提供ネッ
トワークシステムを使用しての提供など、番号法に規定するものに限り
可能としています。
医療等分野については、健康保険法、国民健康保険法による保険給付
の支給、保険料の徴収に関する事務などでマイナンバーを利用するこ
とができます。

【内閣官房】
行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第９
条、第19条

【内閣官
房】
検討に着
手

検討に着
手

【内閣官房】
マイナンバー制度を我が国を支える重要インフラとするべく、マイナンバー制度利活用範囲拡大
に向けて、新戦略推進専門調査会・マイナンバー等分科会などを通じてマイナンバー、個人番
号カード、マイナポータルの具体的な利活用策について幅広く検討中であり、今後、推進に向け
て関係府省庁と検討を進めてまいります。
ご要望いただきました医療・介護・健康分野でのマイナンバー制度の利活用拡大についても、今
後も継続的に関係者と検討を進めてまいります。

第189回通常国会に提出した「個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個
人を識別するための番号の利用等に関する法律」において、①健康保険組合等が行う被保険
者の特定健康診査情報の管理等において、マイナンバーの利用を可能とし、また②予防接種
履歴について、地方公共団体間での情報提供ネットワークシステムを利用した情報連携を可能
とすることとしています。
その他の事務におけるマイナンバーの利用については、厚生労働省において開催している「医
療等分野における番号制度の活用等に関する研究会」における検討の結果等を踏まえ、適切
に対応してまいります。

【総務省】
○健康保険証と個人番号カードの一体化について、厚生労働省におい
て検討がを進めているところです。

【総務省】
行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律

【総務省】
検討に着
手

【総務省】
○個人番号カードの健康保険証としての活用については、厚生労働省において実務的な検討
を進めているところであり、引き続き調整を進めてまいります。

○国の行政機関及び独立行政法人等が保有する個人情報について
は、行政に対する国民の信頼を確保し、個人情報の適正な取扱いのた
め厳格な保護を図る必要があることから、行政機関個人情報保護法及
び独立行政法人等個人情報保護法により規律されています。

・行政機関の保
有する個人情報
の保護に関する
法律（平成十五
年法律第五十八
号）
・独立行政法人
等の保有する個
人情報の保護に
関する法律（平成
十五年法律第五
十九号）

（前段）
検討を予
定

（後段）
検討に着
手

○現在第189回国会で審議されている「個人情報の保護に関する法律」等の改正法案の附則第
12条第５項において、改正後の同法の施行の状況等を踏まえ、民間及び国の行政機関等の個
人情報の保護に関する規定を集約し、一体的に規定することを含め、個人情報の保護に関する
法制の在り方について検討するものとしております。また、同改正法案の附則第12条第１項に
おいて、同改正法の施行日までに、国の行政機関及び独立行政法人等が保有する個人情報の
取扱いに関する規制の在り方について、国の行政機関等における匿名加工情報の取扱いに対
する指導、助言等を統一的かつ横断的に個人情報保護委員会に行わせることを含めて検討を
加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとすることとされており、総務省の研究会に
おいて検討しております。

【厚生労働省】
○医療・介護・健康分野でのマイナンバー制度の利活用
○医療等ＩＤ
現行のマイナンバー制度では、行政機関の行う事務にマイナンバーを
利用することとしており、医療機関の保有する診療情報にマイナンバー
を利用することはできません。

【厚生労働省】
行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律（平成
二十五年法律第
二十七号）第１
条、別表　等

【厚生労
働省】
検討に着
手

【厚生労働省】
○医療・介護・健康分野でのマイナンバー制度の利活用
○医療等ＩＤ
医療等分野における番号の活用については、厚生労働省の研究会において、医療関係者・保
険者等で議論いただき、昨年12月に中間まとめを行いました。
この中間まとめを踏まえ、医療連携や医学研究など、医療等分野で用いる番号のあり方につい
ては、
・　インフラの二重投資にならないよう、マイナンバー制度のインフラを活用しつつ、
・　医療情報の機微性に配慮し、セキュリティを確保して、安全性と効率性・利便性の両面が確
保された仕組み
となるよう、医療関係者や保険者等と十分に協議しつつ、検討を進めていくこととしています。

【内閣官
房】
検討に着
手

【内閣官房】
　改正法附則第11条を踏まえ、法律上の義務規定の具体的な履行方法等について事業規模や
個人情報の利用の態様等に応じた適切な運用が図られるよう、平成28年１月１日に設置される
個人情報保護委員会が、事業規模の小さな事業者に対し、大量の個人情報をデータベース化
して取り扱っているような事業規模の大きな事業者と同様の措置まで求めるものではないことを
周知した上、事業規模の小さな事業者がとるべき措置の例をガイドライン等において明示してい
く予定です。
　事業規模の小さな事業者がとるべき措置の具体的な内容につきましては、現在検討中であ
り、事業者に法が要求する以上の情報管理コストが生じないよう、その手法等を定めていくこと
を考えております。
　なお、事業規模の小さな事業者に対する周知は、現在既に関係機関・団体の協力の下で開始
しており、個人情報保護委員会においても積極的に実施していくことを想定しています。また、前
述のガイドライン等の策定時期は、公布から施行までに一定の周知期間を設ける必要性にも配
慮しつつ、改正法の施行日（公布から２年以内の政令で定める日）に合わせて引き続き検討して
まいります。

【消費者
庁】
現行制度
下で対応
可能

【消費者庁】
事業規模の小さな事業者も含めた幅広い層を対象に、地方公共団体との共催による「個人情報
保護法に関する説明会」を実施し、個人情報保護法制や改正法の内容について周知・啓発を
行っています。

○医療・介護・健康分野でのマイナンバー制度の利活用
・医療・介護・健康分野でもマイナンバー制度を利活用し、電子カルテ、レセプトなどに記載されている
各種情報などを連携させることで、効率的なIT投資と効率的な行政が実現できる。
・健康保険証と個人番号カードを一体化する。将来的に、診察券やお薬手帳も一体化する。
・マイナポータル等の仕組みを通じて、患者自身が、診療行為結果や投薬履歴など医療・介護・健康
分野のパーソナルデータにアクセス可能とし、どの情報を医療機関、介護事業者、健康関連サービス
事業者等に閲覧させるかなどを決定できる仕組みを提供する。これらにより、新たな民間サービスの
登場も促す。
・医療・介護・健康分野へのマイナンバー制度の利活用拡大をさらに進めていくためには、個人情報
保護に関して2000近い法令（自治体、政府機関、独立行政法人等）を、ひとつの法令などに統合する
ことも検討しないといけない。行政機関や独立行政法人保有の個人情報についても、新たにできる｢個
人情報保護委員会」が統一的に扱う体制を早急に整備する必要がある(再掲)。

○医療等ＩＤ
医療分野に特化した別番号（医療等ID）を創設するということであれば、改めて反対。ただし医療等ID
が、情報連携基盤により紐づけられる分野別番号（機関毎にマイナンバーから生成される機関別符号
の一つ（医療機関等向け符号））を指すのであれば、悉皆性と一意性を担保することができ、当連盟と
しても反対しない。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省
厚生労
働省

270831010 27年
4月28日

27年
5月15日

27年
8月31日

医療・介護・
健康分野での
マイナンバー
制度の利活
用

271215061
27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

個人情報保
護法の適用
範囲の拡大
（小規模事業
者の適用除
外の廃止）に
伴う対応につ
いて

①中小規模事業主への周知及び保有個人情報の量による管理手法（管理手法の規制）の容易化と
具体的明示により、事業主の管理コスト負担増の回避を検討いただきたい。
②現在、個人情報保護法の適用範囲は個人情報の保有数5,000件以上/日となっており、日本の企業
の約3割のみが対象、本年9月の法改正により、今後2年以内に全ての事業者に適用されることとな
る。
現在のマイナンバー制度導入でも10月時点にて中小規模事業者の周知率はかなり低く、罰則が規定
されているものの、対応できない事業者が多数発生することが懸念される。
中小規模事業者の情報管理コストは、今後、上昇の一方となることが見込まれる。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

内閣官
房
消費者
庁

　現行の個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下
「個人情報保護法」といいます。）では、５千人分を超える個人情報を
データベース化して、その事業活動に利用している者を「個人情報取扱
事業者」と定義し、当該者に対して個人データの安全管理のために必
要かつ適切な措置を講じる等の義務を課しています。
　本年９月に公布された個人情報の保護に関する法律及び行政手続に
おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一
部を改正する法律（平成27年法律第65号。以下「改正法」といいます。）
では、この「個人情報取扱事業者」の５千件要件を撤廃したため、改正
法の施行（公布から２年以内の政令で定める日）後は、１件でも個人情
報をデータベース化して、その事業活動に利用していれば、「個人情報
取扱事業者」として、第20条を含む法律上の義務規定が適用されること
となります。これにより、新たに「個人情報取扱事業者」となる者の中に
は、事業規模の小さな事業者が多く含まれることが予想されるため、こ
れらの者に過度な負担が生じないよう、改正法附則第11条において、
個人情報保護委員会がガイドラインを定めるに当たっては、特に事業
規模の小さな事業者の事業活動が円滑に行われるよう配慮することと
されています。

・個人情報保護
法第２条第３項第
５号及び第４章第
１節

・改正法第２条に
よる改正後の個
人情報保護法第
２条第５項及び第
４章第１節

・改正法附則第
11条



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

271231026 27年
10月30日

27年
12月9日

27年
12月31日

民間事業者
による行政情
報の有効な利
活用を推進す
るなど官民が
保有する情報
を連携するた
めの基盤の
構築

・現在、官民が保有する情報を連携する基盤が存在しないことから、情報の有効な利活用が図られて
おらず、国民・行政・民間事業者に多大なコスト・時間・労力がかかっている。
・番号法により導入される制度でも、民間事業者が行政情報を有効に利活用するために、制度開始
当初から官民間で情報連携を行うことはできず、法施行後３年（平成３０年１０月）を目途として検討を
行い、所要の措置を講ずることとされている。
・東日本大震災に際し、生命保険会社は被災地の戸別訪問等により安否確認をし、請求勧奨に努め
たが、災害時に生命保険会社からの照会に対して警察や市区町村が被災した被保険者の個人番号
や死亡情報、最新の住所、避難先等を提供できることが明確になれば、被災者に対するより確実な保
障の提供が可能となる。
・同法では利用範囲が社会保障等に限定されているが、公的保障を補完する生命保険事業の公共性
に鑑み、平時に生命保険会社が本人の事前同意を前提に行政情報を利用できれば、迅速かつ確実
な保険金等の支払や適切な保全サービスの提供が可能となり、安全・安心かつ豊かな国民生活の実
現に寄与する。また、「『日本再興戦略』改訂2015」には、引越しや死亡等のライフイベントに応じたワ
ンストップサービスの提供等が掲げられている。例えば、終身年金・死亡保険金の支払や住所変更の
手続きを迅速かつ確実に実施することができれば、特に高齢者に対する確実な契約管理、支払管理
態勢の構築が可能となる。
・さらに、マイナポータルが整備され、生命保険会社が電子私書箱を利用して通知を行うことができれ
ば、お客さまの利便性が一層向上する。例えば、当該機能を通じて保険料控除証明書の交付等を行
うことができれば、必要な最新情報をタイムリーかつ確実に提供することが一層可能となる。

(一社)生
命保険
協会

内閣官
房

マイナンバー法では、マイナンバーの利用範囲について、社会保障分
野、税分野、災害対策の分野で利用することが規定されています。
また、マイナンバー法の附則では、マイナンバー法の施行後１年を目途
として、情報提供等記録開示システムを設置するとともに、情報提供等
記録開示システムの設置後、適時に、国民の利便性の向上を図る観点
から、民間における活用を視野に入れて検討を加え、その結果に基づ
いて所要の措置を講ずるものとすることとされています。

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第９
条、附則第６条第
５項、第６項

検討に着
手

マイナンバー制度を我が国を支える重要インフラとするべく、マイナンバー制度利活用範囲拡大
に向けて、新戦略推進専門調査会・マイナンバー等分科会などを通じてマイナンバー、個人番
号カード、マイナポータルの具体的な利活用策について幅広く検討中であり、今後、推進に向け
て関係府省庁と検討を進めてまいります。
ご要望いただきました生命保険分野でのマイナンバー制度の利活用拡大についても、今後も継
続的に関係者と検討を進めてまいります。

政府情報システムの効率的かつ効果的な整備及び管理を行うため、そ
の調達については、会計法令等に沿った運用上のルールを取り決め、
その改善を図ってきたところです。政府においては、従来の「情報システ
ムに係る政府調達の基本指針」（平成19年3月1日各府省情報化統括
責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）を平成26年度末をもって廃止し、平成27
年度から、「政府情報システムの整備及び管理に関する標準ガイドライ
ン」（平成26年12月３日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）
（以下「標準ガイドライン」という。）等による運用を進めております。この
ような中、

  

新たな標準ガイドライン等に基づき、政府情報システムに係る調達の改善につきましては今後も
引き続き推進することとしております。このような中、

（１）入札制限につきましては、過度な分離調達を抑制するため、標準ガ
イドラインにおいて、合理的な調達の基本単位の考え方を明示しており
ます。

 (1)現行制
度下で対
応可能

（１）入札制限について
従来の分離調達に係る取組を見直し、標準ガイドラインに基づき、履行可能性、ライフサイクル
コスト、技術的妥当性等を考慮の上で合理的な調達単位を検討することとしており、さらに、複
数の単位を一単位として調達することが適切であると判断される場合も妨げない旨明示しており
ますので、各府省において適切に運用がなされていくものと考えております。

（２）損害賠償の上限設定につきましては、標準ガイドラインにおいて、
損害賠償範囲の限度を契約書に記載する旨を明示しております。

(2)現行制
度下で対
応可能

（２）損害賠償の上限設定について
　損害賠償責任の明確化の取組を引き続き推進していくため、従来の取組と同様、標準ガイドラ
インに基づき、損害賠償範囲の限度を設定することとしており、各府省において適切に運用がな
されていくものと考えております。

（３）知的財産権の帰属につきましても、産業技術力強化法の趣旨に基
づき、標準ガイドラインにおいて、受注者側に帰属することが原則であ
る旨を明示しております。

(3)産業技術力強
化法第19条

(3)現行制
度下で対
応可能

(3)知的財産権の帰属について
　技術に関する研究開発活動を活性化し、及び事業活動における効率的な成果物の活用の促
進に資するため、標準ガイドラインに基づき、受注者側への帰属を原則とすることとしており、各
府省において適切に運用がなされていくものと考えております。

(4)再委託に伴う情報開示の緩和につきまして、　「公共調達の適正化
について」（平成18年8月25日付財計2017号）において、システムの開
発等を委託する場合には、不適切な再委託により効率性が損なわれな
いよう、委託契約の相手方から、再委託に関する書面をご提出頂き、再
委託を行う合理的理由等について審査し、適当と認められる場合に承
認を行うこととしています。

(4)公共調達の適
正化について（平
成18年8月25日
付財計2017号）

(4)対応不
可

(4)再委託に伴う情報開示の緩和について
　不適切な再委託により効率性が損なわれていないか、契約金額等を確認することで再委託を
行う合理的理由等を審査しており、適正な履行を確保するため、ご提出頂かざるを得ないと考
えています。

(5)契約に基づく作業に対する中間支払いの促進につきまして、契約に
より、製造についての請負契約に係る既済部分に対し、その完済前に
代価の一部を支払う必要がある場合には、その既済部分に対する代価
の10分の9まで、また、性質上可分の製造についての請負契約に係る
完済部分にあっては、その代価の全額まで支払うことができます。

(5)予算決算及び
会計令第101条
の10

(5)現行制
度下で対
応可能

(5)契約に基づく作業に対する中間支払いの促進について
　制度の現状のとおり、完済前に代価の一部を支払う必要がある場合には、契約により明らか
とした上で、支払うことができます。よって、契約を行う各省各庁において、適切に運用するべき
事項となります。

以下を推進していただきたい
(1)入札制限の緩和（「根拠1」の「第3章-Ⅰ-1-(2)-⑦」）
(2)損害賠償の上限設定（「根拠１」の「第3章-Ⅲ-3-(6)」）
(3)知的財産権の帰属に関し、民間への帰属（日本版バイドール）（「根拠3」の第19条）
(4)再委託に伴う情報開示の緩和（「根拠2」）
(5)契約に基づく作業に対する中間支払いの促進（「根拠4」）

（１）の入札制限は分離調達の原則に則り、多くの案件で採用されている。しかし上流工程と下流工程
で業者が異なることにより、作業の重複や責任の所在が曖昧となってプロジェクトリスクが増大する等
の問題がある。（２）は「根拠1」において「限度の設定」を規定しているが、現実の調達案件ではこの制
限を設ける案件は極めて少ない。（３）は「根拠3」に「譲り受けないことができる」とあるが、実態は国に
帰属する案件が大多数である。（４）についても、契約金額も含めた開示を求められており、契約の守
秘義務の観点からも問題である。（５）も一部の案件で中間支払いは為されているものの、長期のプロ
ジェクトであってもプロジェクト終了時の一括支払いとなっている場合が散見される。

（１）を画一的に実施することは、調達のリスクを高め、支出の無駄を生むことに繋がる。調達機会の
増大に資する方策ではあるが、案件の性質を十分に踏まえ、慎重に実施すべきである。（２）及び（５）
は事業者の健全な経営に大きな影響を及ぼすため、是非とも改善いただきたい。また、（２）に記載の
上限がないために、企業は万が一の場合のリスクを大きく見積もる必要があるために国に提案をする
金額が高くなり、結果として国家予算の無駄遣いとなる。（３）で知財を企業側が活用できれば、我が
国企業の国際競争力向上に貢献こととなり、「根拠3」の趣旨に合致する。（４）では、企業の競争力に
影響を与えるような情報の開示を求めることは、一般的な取引上の通念からも適切ではない。国際的
に見ても、「根拠2」に記載する詳細な情報を求める国はないと理解している。

上記要望は調達の質を高め、またIT産業育成にも大いに貢献すると考える。これらの制約は我が国
固有のものであり、海外と比較しても特異でより厳しいと言わざるを得ない。これら改善が進めば、国
際的にも整合する競争環境が整うと考える。
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